
 

  

 

 

 

 

前号で紹介した ISO45001（労働安全衛生マネジメントシステム）の目的は、労働者の業務上の負傷と健康障

害を防止し、安全で健康的な職場を提供することです。現在、業務上の負傷・健康障害の大きな課題としてメンタ

ル不調関連があります。この精神的障害に特化し、ISO45001とともに使用することを目的として、標題とした

ISO45003がガイドライン（推奨規格）として2021年6月に発行されました。 

職場で「心理社会的リスク」が生ずれば、個人・組織全体の生産性は低下します。「心理社会的リスク」を効果

的に管理すれば、従業員のエンゲージメントの向上、生産性の向上、イノベーションの増加、組織の持続可能性な

どのメリットが得られると本ガイドラインでは指摘しています。また、本ガイドラインでは「心理社会的リスク」

に対する意識の向上、「心理社会的リスク」の管理能力の開発、影響を受けた労働者の回復と職場復帰の支援、緊

急事態の計画と対応に関連して、組織が考慮すべき重要な事項についての情報も含まれています。ISO45001と

同様に10箇条でマネジメントシステムとして構成されています。 

 

 

ISO45001 が労働安全衛生マネジメントシステムとして労働安全衛生に関して総合的にとりまとめされてい

るため表現が抽象的な形でまとめられていますが、ISO45003は「心理社会的リスク」に特化したガイドライン

として、予防のためのリスクの認識や精神障害が生じた時の復帰支援までを具体的に展開しまとめられているの

で、理解しやすい構成となっています。 

例えば、箇条6「計画」の「リスクと機会に対処するための行動」の項目で「危険の特定およびリスクと機会の

評価」において「心理社会的リスク」のハザードを特定する時に以下のように参考すべき 3 つの側面が例示され

ています。 

以下、その例示されている一部を紹介します。 

ａ仕事の組織化に関する側面 

仕事上の要求 ・矛盾した要求や期限 

・労働者の能力または責任に対する非現実的な期待 

ｂ職場における社会的要因 

対人関係 ・管理者、上司、同僚、顧客または労働者が関わるその他の人々との間の関係の悪さ 

・情報の共有不足を含むコミュニケーション不足 

ｃ作業環境、機器および危険な作業 

作業環境、機器お

よび危険な作業 

・機器の入手可能性、適合性、信頼性、保守・修理の不備 

・スペースの不足、照明の不足、過度の騒音などの劣悪な職場環境 

 

この３つの側面に関するリスク管理が本ガイドラインの重要部分のひとつと言えますが、例示のように内容が

具体的に示されているので、本ガイドラインに取り組むのは容易でしょう。 
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組織の健全性・安全性・ウェルビーイング（２） 

ISO45003（職場における心理的健康と安全：心理社会的リスクの管理ガイドライン） 

ISO45003の特徴 



 

 

本ガイドラインの内容に沿うものとして厚労省もメンタルヘルスケアに関して、安全衛生法に関連付けて予防

的観点を中心に「労働者の心の健康と保持増進のための指針」（平成27年11月）とメンタル不調者の職場復帰

のための「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」（平成 21 年 3 月）が作成されていま

す。 

ISO45003 は ISO45001 労働安全衛生マネジメントシステムとともに使用することを目的とされています。

ISO45001は既に紹介した通り、従来 ILOおよび厚労省が推進していた「労働安全衛生マネジメントシステム」

を踏襲して作成されたことから、ISO45003のマネジメントシステムに厚労省の関連する指針等の内容を取り込

み活用することがベストと考えられます。 

既に表明した通り、あかつきは今回連載してきた内容を本格的に運用すべく準備を進めています。 

皆様の職場の組織の健全性・安全性・ウェルビーイング作りの一助になれるよう努力してまいります。何かご要望

があれば遠慮なくお寄せ下さい。 

代表社員 小前和男 

 

 

                          

 

令和4年10月1日から施行される健康保険・厚生年金保険における育児休業中の保険料の免除要件の見直し

に関するQ＆Aが3月31日に公表されました。改正の概要や育児休業および就業日の考え方、手続の方法など

がまとめられています。疑問が多いと思われる項目を抜粋して紹介します。 
 

■前月以前から取得している育児休業等について、最終月の月末まで育児休業等を取得しておらず、

最終月に14 日以上の育児休業等期間がある場合、最終月の保険料は免除対象になるのか。 

今般設ける 14 日の要件による免除の仕組みは、開始日と終了予定日の翌日が同一月に属する育児休業等につ

いてのみ適用する。「前月以前から取得している育児休業等」の最終月の保険料は、その月の月末日が育児休業等

期間中であるか、その月の月中に当該育児休業等とは連続しない別途の育児休業等（14日以上）を取得している

場合にのみ免除となる。 
 

■「育児休業等日数」に基づく 14 日要件の判定はどのように行うのか。 

開始日から終了予定日までの日数を「育児休業等日数」とする。月内に開始日と終了予定日の翌日がともに属す

る育児休業等が複数ある場合、当該月の「合計育児休業等日数」が14日以上であれば（休業は連続していなくて

も可）、当該月の保険料を免除する。 
 

■育児休業等日数の算定にあたり、休日は含めるのか。 

育児休業等の開始日から終了予定日までの間に土日等の休日、有給休暇など労務に服さない日が含まれていても、

育児休業等日数に含まれる。 

 

 
 

改正育児介護休業法では、育児休業を取得しやすい雇用環境の整備や妊娠・出産を申し出た労働者に対する育

児休業制度の周知や休業の取得意向確認を個別に行うよう義務付けられました。また、令和 4 年 10 月からは男

性が育児休業を取得しやすくなることを目的とした産後パパ休暇（出生時育児休業）が施行されます。 

そこで、東京労働局は義務化された雇用環境整備、個別周知・意向確認措置の取り組みや男性労働者の育児休業

取得を促進するため、令和4年9月までに社内研修で活用できる次の研修動画を作成し、事業主に改正法への対

応を促すこととしています。 

 

男性育児休業 改正法対応へ研修動画作成―東京労働局 

育児休業中の保険料の免除要件の見直しに関するQ＆A が公表 

ISO45003と厚生労働省の指針 



 

①改正育児介護休業法の解説 

②労働者向けの育児休業取得方法 

③管理職向けの研修 

④育児休業取得に関する法律と金銭 

⑤就業規則の規定方法 

また、令和 4 年 10 月からは改正育児介護休業法に関する指導を強化する方針で、指導においては周知や意向

確認について個別に実施しているかどうかを重点的にチェックされます。違反がみられた場合は指導内容を公表

し、法令遵守の徹底につなげるとしています。 

 

 
 

あかつきNews3月号にてご案内しました雇用保険料率の引き上げを伴う法改正について、令和4年3月30

日に「雇用保険法等の一部を改正する法律案」が国会で成立しました。雇用保険率については、令和４年４月から

同年９月までの期間と、令和４年１０月から令和５年３月までの期間で適用される保険料率が異なります。 

 

上記改正に伴い、令和 4 年度労働保険の年度更新では、概算保険料（雇用保険分）について、雇用保険料率の

適用期間ごとに算定する必要があります。 

あかつきでの労働保険年度更新の算定では、厚生労働省が推奨する方法で計算しています。詳細については弊

社担当へお問い合わせください。 

 

 

 

【特定理由離職者としての扱いについて】 

令和4年5月1日以降に、以下の理由により離職された方は「特定理由離職者」として、雇用保険求職者給付

の給付制限を受けないこととなりました。 

新型コロナウイルス感染症の影響により事業所が休業(※)し、概ね 1 か月以上の期間、労働時間が週 20 時間

を下回った、または下回ることが明らかになったことにより離職した方 

新型コロナウイルス感染症に伴う雇用保険求職者給付の特例のお知らせ 

令和4年度の雇用保険料率及びその適用期間と労働保険年度更新について 
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※部分休業の場合も含み、また、休業手当の支払いの有無を問いません。 

【基本手当の給付日数の延長について】 

令和4年3月30日に成立した「雇用保険法等の一部を改正する法律」に基づき、新型コロナウイルス感染症

等の影響に対応した雇用保険の基本手当の給付日数の延長について対象期間が定められました。 

≪対象となる方≫ 

離職日に応じて一定の要件に該当し、お住まいの地域における緊急事態措置実施期間の末日(※)の翌日から起算

して1年以内に基本手当の所定給付日数を受け終わる方（受け終わる認定日がある方） 

※令和4年3月31日以前に発令された緊急事態宣言についての緊急事態が終了した日とする経過措置が設け

られているため、令和4年10月1日までに受け終わる方（受け終わる認定日がある方）も対象となります。 

この特例に該当すると、基本手当の所定給付日数が、最大で60日延長されます。 

詳細は厚生労働省・労働局・ハローワークのリーフレットをご確認ください。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000924941.pdf 

※ 地域により取扱いが異なりますのでご注意ください。 

 

 

 

日本年金機構は令和4年度の計画をまとめ、令和4年10月から始まる短時間労働者の社会保険適用拡大の対

応策として、該当事業所への訪問を掲げています。 

 現行法では、週の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満、月給 8.8 万円以上などの要件を満たすパート

タイマーについて、従業員数501人以上の企業は必ず社会保険に加入させなければならないとしています。今回

の改正では、義務的適用の対象が従業員数101人以上の企業まで広がります。 

 具体的な取り組みとしては、改正法施行時は関係団体等と連携しての制度周知・適用勧奨や訪問等による制

度説明、施行後は適正な届出の勧奨や事業所調査などが挙げられています。 

 

 

 

厚生労働省は、新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、休業が必要とされた妊娠中の女

性労働者が安心して休暇を取得して出産し、出産後も継続して活躍できる職場環境を整備するため、当該女性労

働者のために有給の休暇制度を設けて取得させた事業主を助成します。 

助成内容は「1 事業場につき 15 万円（1 回限り）」、申請期間は「対象労働者の有給休暇の延べ日数が合計５

日に達した日の翌日から令和５年５月31 日まで」です。 

支給要件や手続き等の詳細はこちら（ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11686.html ） 

 

 

 

 

１月のあかつきNewsでもお知らせしましたが、一般事業主行動計画の策定義務の対象が拡大し、１０１人以

上３００人以下の中小企業も策定・届出が義務化されています。まだ対応されていない企業様におかれましては

対応が必要になります。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html 

 

 

 

 

 

社会保険適用拡大に伴い、日本年金機構が該当事業所へ訪問します 

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置に係る助成金をご活用ください 

ご不明な点や詳細は、  
担当者まで 

お問い合わせください。 

女性活躍推進法に基づく行動計画の作成・届出、情報公表義務化 

http://www.akatsuki-sr.jp/

